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令 和 ２ 年 度

本 庄 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 書





　　　令和２年度本庄市下水道事業会計予算

　（総則）

第１条　令和２年度本庄市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（１）　公共下水道事業

　　　水洗化戸数 １８，７０３ 戸　  

　　　年間有収水量 ４，８８７，０００ ㎥　　

　　　一日平均有収水量 １３，３８９ ㎥　　

　　　主な建設改良事業

　　　管渠布設 ６，０８９ ｍ　  

　（２）　農業集落排水事業

　　　水洗化戸数 ８６０ 戸　　

　　　年間有収水量 ２１４，０００ ㎥　　

　　　一日平均有収水量 ５８６ ㎥　　

　　　主な建設改良事業

　　　処理場建設改良費 １０，４１０ 千円　

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。
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収　　　　　　　　　　 入

　第１款　公共下水道事業収益 １，７３５，７６２ 千円  

　　第１項　営業収益 ７９６，０３３ 千円  

　　第２項　営業外収益 ９３９，７２９ 千円  

　第２款　農業集落排水事業収益 １８９，９０９ 千円  

　　第１項　営業収益 ２９，９５９ 千円  

　　第２項　営業外収益 １５９，９５０ 千円  

　収益的収入合計 １，９２５，６７１ 千円  

支　　　　　　　　　　 出

　第１款　公共下水道事業費用 １，７０６，５１６ 千円  

　　第１項　営業費用 １，５９０，４０２ 千円  

　　第２項　営業外費用 １１５，２１４ 千円  

　　第３項　特別損失 ４００ 千円  

　　第４項　予備費 ５００ 千円  

　第２款　農業集落排水事業費用 １９０，０１４ 千円  

　　第１項　営業費用 １６９，３９３ 千円  

　　第２項　営業外費用 １６，８４０ 千円  

　　第３項　特別損失 ３，２８１ 千円  

　　第４項　予備費 ５００ 千円  

　収益的支出合計 １，８９６，５３０ 千円  

　（資本的収入及び支出）
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第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額 ３２６，

　４９７ 千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ５５，８５２ 千円、引継金 ４０３ 千円、過年度分損

　益勘定留保資金 ５６，８４８ 千円及び当年度分損益勘定留保資金 ２１３，３９４ 千円で補てんするものとする。）。

収　　　　　　　　　　 入

　第１款　公共下水道事業資本的収入 １，５６１，１７６ 千円  

　　第１項　企業債 ８２３，３００ 千円  

　　第２項　他会計負担金 ８３，６７６ 千円  

　　第３項　他会計補助金 １５０，３５６ 千円  

　　第４項　国庫補助金 ４３７，０００ 千円  

　　第５項　負担金等 ６４，８４４ 千円  

　　第６項　預託金回収金 ２，０００ 千円  

　第２款　農業集落排水事業資本的収入 ３６，１９８ 千円  

　　第１項　他会計補助金 ２３，８５６ 千円  

　　第２項　県補助金 ７，７８２ 千円  

　　第３項　負担金等 ３，３６０ 千円  

　　第４項　預託金回収金 １，２００ 千円  

　資本的収入合計 １，５９７，３７４ 千円  

支　　　　　　　　　　 出

　第１款　公共下水道事業資本的支出 １，８５１，６４０ 千円  

　　第１項　建設改良費 １，３７５，４４７ 千円  

　　第２項　固定資産購入費 ４，０７６ 千円  

　　第３項　企業債償還金 ４７０，１１７ 千円  

　　第４項　融資あっせん預託金 ２，０００ 千円  
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　第２款　農業集落排水事業資本的支出 ７２，２３１ 千円  

　　第１項　建設改良費 １５，２７７ 千円  

　　第２項　企業債償還金 ４７，９４９ 千円  

　　第３項　基金積立金 ７，８０５ 千円  

　　第４項　融資あっせん預託金 １，２００ 千円  

　資本的支出合計 １，９２３，８７１ 千円  

　（特例的収入及び支出）

第４条の２　地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当年度に属する債権及び債務として整理する未収金及び未

　払金の金額は、それぞれ ４，９００ 千円及び ５２，７３４ 千円である。

　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

計 ８２３，３００ 千円

起債の方法 利　　率

 ５．０％以内（ただ
 し、利率見直し方式
 で借り入れる資金に
 ついて、利率の見直
 しを行った後におい
 ては、当該見直し後
 の利率）

償還の方法

政府資金については、その融資条
件により、銀行その他の場合には
債権者と協定するものによる。た
だし、企業財政の都合により据置
期間及び償還期限を短縮し、若し
くは繰上償還又は低利に借り換え
することができる。

 利根川右岸
 流域下水道事業

４２，２００ 千円

限 度 額

 公共下水道事業 ７４５，２００ 千円

 公共下水道事業
 （特別措置分）

３５，９００ 千円

 水洗便所改造資金融資あっせんに対
 する損失補償（令和２年度分）

事　　　項 期　　　間 限　度　額

 令和２年度から令和６年度まで
 当該資金の貸し付けにより生ずる元金、
 利子及び遅延金に相当する額

起債の目的

普通貸借

又　　は
証券発行
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　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、 １，０００，０００ 千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　（１）　営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費

　の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　（１）　職員給与費 １００，９１７ 千円　

　（他会計からの補助金）

第１０条　下水道事業安定のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、 ２４８，９５９ 千円である。

　　令和 ２年 ２月２５日　提　出

　 本庄市長　　吉　　田　　信　　解
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令 和 ２ 年 度

本庄市下水道事業会計予算に関する説明書





          款           項           目 予定額

 1 公共下水道事業収益 1,735,762

 1 営業収益 796,033

 1 下水道使用料 754,307

 2 雨水処理負担金 41,337

 3 その他営業収益 389

 2 営業外収益 939,729

 1 受取利息及び配当金 5

 2 他会計補助金 32,337

 3 他会計負担金 283,319

 4 長期前受金戻入 624,056

 5
消費税及び地方消費税
還付金

1

 6 雑収益 11

令和２年度本庄市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収      入 （単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 2 農業集落排水事業収益 189,909

 1 営業収益 29,959

 1 農業集落排水使用料 29,791

 2 その他営業収益 168

 2 営業外収益 159,950

 1 受取利息及び配当金 23

 2 他会計補助金 42,410

 3 他会計負担金 59,090

 4 国庫補助金 6,000

 5 長期前受金戻入 52,427

1,925,671

（単位：千円）

備    考

収益的収入合計
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          款           項           目 予定額

 1 公共下水道事業費用 1,706,516

 1 営業費用 1,590,402

 1 管渠費 147,307

 2
流域下水道維持管理負
担金

448,366

 3 普及促進費 514

 4 業務費 21,250

 5 総係費 72,928

 6 減価償却費 898,037

 7 資産減耗費 2,000

 2 営業外費用 115,214

 1
支払利息及び企業債取
扱諸費

115,194

 2 雑支出 20

 3 特別損失 400

 1 過年度損益修正損 400

 4 予備費 500

 1 予備費 500

支      出 （単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 2 農業集落排水事業費用 190,014

 1 営業費用 169,393

 1 管渠費 7,428

 2 処理場費 45,754

 3 業務費 856

 4 総係費 27,298

 5 減価償却費 87,057

 6 資産減耗費 1,000

 2 営業外費用 16,840

 1
支払利息及び企業債取
扱諸費

14,320

 2 消費税及び地方消費税 2,500

 3 雑支出 20

 3 特別損失 3,281

 1 過年度損益修正損 250

 2 その他特別損失 3,031

 4 予備費 500

 1 予備費 500

1,896,530

（単位：千円）

備    考

収益的支出合計
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          款           項           目 予定額

 1
公共下水道事業資本的
収入

1,561,176

 1 企業債 823,300

 1 建設改良債 781,100

 2 流域下水道事業債 42,200

 2 他会計負担金 83,676

 1 他会計負担金 83,676

 3 他会計補助金 150,356

 1 企業債元金償還補助金 138,080

 2 その他他会計補助金 12,276

 4 国庫補助金 437,000

 1 国庫補助金 437,000

 5 負担金等 64,844

 1 受益者負担金 31,945

 2 工事負担金 32,899

 6 預託金回収金 2,000

 1 預託金回収金 2,000

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収      入 （単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 2
農業集落排水事業資本
的収入

36,198

 1 他会計補助金 23,856

 1 企業債元金償還補助金 23,856

 2 県補助金 7,782

 1 県補助金 7,782

 3 負担金等 3,360

 1 受益者分担金 3,360

 4 預託金回収金 1,200

 1 預託金回収金 1,200

1,597,374

（単位：千円）

備    考

資本的収入合計

-12-



          款           項           目 予定額

 1
公共下水道事業資本的
支出

1,851,640

 1 建設改良費 1,375,447

 1 管路建設改良費 1,333,228

 2 流域下水道建設負担金 42,219

2 固定資産購入費 4,076

 1 有形固定資産購入費 1,066

 2 無形固定資産購入費 3,010

3 企業債償還金 470,117

 1 建設企業債元金償還金 421,999

 2
流域下水道事業債元金
償還金

48,118

4 融資あっせん預託金 2,000

 1 融資あっせん預託金 2,000

支      出 （単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 2
農業集落排水事業資本
的支出

72,231

 1 建設改良費 15,277

 1 管路建設改良費 4,867

 2 処理場建設改良費 10,410

 2 企業債償還金 47,949

 1 建設企業債元金償還金 47,949

 3 基金積立金 7,805

 1 基金積立金 7,805

 4 融資あっせん預託金 1,200

 1 融資あっせん預託金 1,200

1,923,871

（単位：千円）

備    考

資本的支出合計
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本庄市

令和２年度

下水道事業 （単位：円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 2,046,000

　　減価償却費 985,094,000

　　固定資産除却費及び減損損失 3,000,000

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 126,000

　　賞与等引当金の増減額（△は減少） 1,064,000

　　長期前受金戻入額 △ 676,483,000

　　受取利息及び受取配当金 △ 28,000

　　支払利息及び企業債取扱諸費 129,514,000

　　未収金の増減額（△は増加） △ 15,112,000

　　未払金の増減額（△は減少） △ 22,253,000

　　小計 406,968,000

　　利息及び配当金の受取額 28,000

　　利息の支払額 △ 129,514,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 277,482,000

令和２年度本庄市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（ 令和2年4月1日 から 令和3年3月31日 まで ）
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2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 1,210,041,000

　　無形固定資産の取得による支出 △ 38,381,000

　　基金の積立による支出 △ 7,805,000

　　国庫補助金等による収入 444,782,000

　　受益者負担金等による収入 68,204,000

　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 257,888,000

　　特定収入に係る消費税相当調整額 △ 54,835,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 540,188,000

 

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 823,300,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 518,066,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー 305,234,000

 

　資金増加額（又は減少額） 42,528,000

　資金期首残高 539,970,778

　資金期末残高 582,498,778
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1　総括

　給  与  費  明  細  書

（単位：千円）

（単位：千円）

区 分
職員数（ 人） 給 与 費

法定福利費 合 計 備 考

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

本
年
度

損益勘定支弁職員 13 9 （2） 1,050 31,667 21,278 53,995 10,125 64,120

資本勘定支弁職員 6 （ ） 20,041 10,293 30,334 6,463 36,797

合　　　　計 13 15 （2） 1,050 51,708 31,571 84,329 16,588 100,917

前
年
度

損益勘定支弁職員 10 7 （1） 124 28,359 17,072 45,555 8,812 54,367

資本勘定支弁職員 5 （ ） 16,605 8,769 25,374 5,585 30,959

合　　　　計 10 12 （1） 124 44,964 25,841 70,929 14,397 85,326

比

較

損益勘定支弁職員 3 2 (1) 926 3,308 4,206 8,440 1,313 9,753

資本勘定支弁職員 1 （ ） 3,436 1,524 4,960 878 5,838

合　　　　計 3 3 （1） 926 6,744 5,730 13,400 2,191 15,591

手 当 の

内 訳

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

備 考

本 年 度 1,776 1,728 1,296 770 12,364 9,023 4,578 36

前 年 度 1,434 1,728 570 805 10,409 7,379 3,480 36

比 較 342 0 726 △ 35 0

備考　１　本年度の（ ）内は、再任用短時間勤務職員とパートタイム会計年度任用職員の合計（外書き）　

　　　２　前年度の（ ）内は、再任用短時間勤務職員（外書き）

1,955 1,644 1,098
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 (1)　会計年度任用職員以外の職員

1,644 1,0981,955△ 350 726

805570

比 較 342

前 年 度 1,434 1,728 36

0

10,409 7,379 3,480

4,578 36本 年 度 1,776 1,728 1,296 770

管理職員
特別勤務
手 当

備 考

12,364 9,023

期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

2,191 14,8643

（単位：千円）

手 当 の

内 訳

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

住居手当 通勤手当

合　　　　計 (△1) 199 6,744 5,730 12,673

備考　１　この表は、会計年度任用職員以外の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載

　　　２　（ ）内は、再任用短時間勤務職員（外書き）

3

9,026

資本勘定支弁職員 （ ） 3,436 1,524 4,960 878 5,838

85,326

比

較

損益勘定支弁職員 (△1) 199

前
年
度

損益勘定支弁職員

3,308 4,206 7,713

5,585 30,959

合　　　　計 （1） 124 44,964

資本勘定支弁職員 （ ）

25,841 70,929

16,605

124 28,359 17,072 45,555

8,769 25,374

（1）

20,041 10,293 30,334 6,463 36,797

8,812 54,367

51,708 31,571

合 計

合　　　　計 （ ） 323

31,667 21,278 53,268

83,602 16,588 100,190

法定福利費

10,125 63,393

資本勘定支弁職員 （ ）

報　酬 給　料 手　当 計

備 考

本
年
度

損益勘定支弁職員 （ ） 323

（単位：千円）

区 分
職員数（ 人） 給 与 費

特別職 一般職

13 9

6

13 15

10 7

5

14,39710 12

3 2

1

1,313
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 (2)　会計年度任用職員

本 年 度

比 較

合　　　　計 （2） 727

期末手当 勤勉手当

前 年 度

時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

備 考

727

（単位：千円）

手 当 の

内 訳

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

住居手当 通勤手当

727

727

資本勘定支弁職員 （ ）
比

較

損益勘定支弁職員 (2) 727

前
年
度

損益勘定支弁職員

727

合　　　　計 （ ）

資本勘定支弁職員 （ ）

727

（ ）

計

合 計

合　　　　計 （2） 727

727

727

（単位：千円）

区 分
給 与 費

法定福利費

727

報　酬 給　料 手　当

備考　１　この表は、会計年度任用職員で予算の積算の基礎となったものについて記載

　　　２　（ ）内は、パートタイム会計年度任用職員（外書き）

備 考

本
年
度

損益勘定支弁職員 （2） 727

資本勘定支弁職員 （ ）

職員数（ 人）

特別職 一般職
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2  給料及び手当の増減額の明細 （単位 : 千円）

説     明 備      考

6,744 給 与 改 定 に 132 給与の平均改定率（前年度）　    0.10％

伴 う 増 減 分 給与改定の実施時期　　　平成31年4月1日

昇 給 に 伴 う 249 平均昇給率　　　　　　　    　　1.93％

増　　加　　分 昇給日　　　　　　　　　　　　　1月1日

そ　の　他　の 6,363  職員の異動等に伴う増減 予算計上時における職員数

増　　減　　分 　本年度    15人 （ 2 ）人

 　前年度    12人 （ 1 ）人

　増  減 　　3人 （ 1 ）人

5,730 制 度 改 正 に 236  期末手当　　 　　　     30

伴 う 増 減 分  勤勉手当　　　　  　 　242

 住居手当　　 　       △36

そ　の　他　の 5,494  職員の異動等に伴う増減

増　　減　　分

 

備考　１　本年度の（ ）内は、再任用短時間勤務職員とパートタイム会計年度任用職員の合計（外書き）

　　　２　前年度の（ ）内は、再任用短時間勤務職員（外書き）

区     分 増  減  額 増 減 事 由 別 内 訳

給 　   料

手 　   当
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3  給料及び手当の状況

（1） 職員1人当り給与

行　　政　　職 技 能 労 務 職

   平 均 給 料 月 額（円） 292,150                 

令和2年1月1日現在   平 均 給 与 月 額（円） 343,546                 

  平   均   年   齢（歳） 39.1                    

   平 均 給 料 月 額（円） 291,820                 

平成31年1月1日現在   平 均 給 与 月 額（円） 327,744                 

  平   均   年   齢（歳） 40.0                    

（2） 初任給

埼　　玉　　県 国

行 政 職（円） 行政職（一）（円）

高  校  卒 154,900                 170,391                 180,720                 

短  大  卒 168,900                 

大  学  卒 188,700                 207,572                 218,640                 

区        　　          分

区　　　分 行　政　職（円）

※初任給には、地域手当を含む（国は本府省採用の場合）
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（3） 級別職員数

区       分

 級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

8  (   )    　  (   )    　   (   )    　  (   )    　

7  (   )　　　  (   )　　　  (   )    　  (   )    　

6  (   )　　1　  (   )　　7  (   )    　  (   )    　

5  (   )　　2 　 (   )　 13  (   )    　  (   )    　

令和2年1月1日現在 4  (   ) 　 2　  (   )　 13  (   )    　  (   )    　

3  (   )　  8　　 (   )   54  (   )    　  (   )    　

2  (   )　  2　  (   )　 13  (   )    　  (   )    　

1  (   )　  　  (   )　   (   )    　  (   )    　

計  (   )　 15  　 (   )  100 計  (   )    　　 　 (   )    

 級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

8  (   )    　  (   )    　  (   )    　  (   )    　

7  (   )　　　  (   )　　　  (   )    　  (   )    　

6  (   )　　1　  (   )　　8  (   )    　  (   )    　

5  (   )　　2 　 (   )　 17  (   )    　  (   )    　

平成31年1月1日現在 4  (   ) 　 3　  (   )　 25  (   )    　  (   )    　

3  ( 1 )　  4　　 (100)   33  (   )    　  (   )    　

2  (   )　  2　  (   )　 17  (   )    　  (   )    　

1  (   )　  　  (   )　   (   )    　  (   )    　

計  ( 1 )　 12  　 (100)  100 計  (   ) 　 　  (   )  　

 

区 分 8   級 7   級 6   級 5   級 4   級 3   級 2   級 1　 級
部  長 次　長 課　長 課長補佐 係　長 主　任 主　事 主事補

参　事 副参事 主  　幹 主　査 技　師 技師補

行　　　政　　　職 技　能　労　務　職

( )内は再任用短時間勤務職員　（外書き）

（級別の基準となる職務）

行 政 職
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行 政 職 技 能 労 務 職

（人） 15              15                

本 （人） 14              14                

　1号給 （人）

　2号給 （人） 1               1                 

年 　3号給 （人）

  4号給 （人） 10              10                

  5号給 （人） 3               3                 

度   6号給 （人）

（％） 93              93                

（人） 13              13                

前 （人） 12              12                

　1号給 （人）

  2号給 （人）

年 　3号給 （人）

  4号給 （人） 9               9                 

　5号給 （人） 3               3                 

度   6号給 （人）

（％） 92              92                

  職     員     数  （Ａ）

（4） 昇給  

区             分    合         計   
  代  表  的  な  職  種

  比    率  （Ｂ）／（Ａ）

  昇給に係る職員数  （Ｂ）

号 給 数 別 内 訳

  比    率  （Ｂ）／（Ａ）

  職     員     数  （Ａ）

  昇給に係る職員数  （Ｂ）

号 給 数 別 内 訳
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（5） 期末手当・勤勉手当

支給率計

（月分）

（ 2.350 ）

4.50

（ 2.350 ）

4.450

（ 2.350 ）

4.50

( )内は再任用職員の支給率

（6） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

最高限度 そ の 他 の

（月分） 加 算 措 置 等

 

支 給 率 等 47.709

（2%～45%加算）   ） 

（1%～45%加算）   ） 

 （支給率等は令和2年1月1日現在）

（7） その他の手当

【扶養手当】

【住居手当】

区   分
支   給   期   別   支   給   率 職制上の段階、職務の

備  考
6月（月分） 12月（月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置

本 年 度
(1.175) (1.175)

有
2.25 2.25

前 年 度
(1.175) (1.175)

有
2.225 2.225

者（月分） 者（月分） 者（月分）

国 の 制 度
(1.175) (1.175)

有
2.25 2.25

区　　分
20年勤続の 25年勤続の 35年勤続の

　　備　　考

 定年前早期退職
 特別措置24.586875 33.27075 47.709

国 の 制 度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709

扶　　養　　手　　当

異　 な 　る
給料表の級にかかわらず、配偶者6,500円、子10,000円、父母等6,500円支給

住　　居　　手　　当
持家について、3,500円支給

47.709

 定年前早期退職
 特別措置

区　　　　　　分 国の制度との異同 差　　　　異　　　　の　　　　内　　　　容
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（令和2年度に係る分） （単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 営 業 収 益 そ の 他

 水洗便所改造資金融資あっせん
 に対する損失補償（令和2年度
 分）

当該資金の貸し付
けにより生ずる元
金、利子及び遅延
金に相当する額

― ―
令和2年度から
令和6年度まで

限度額に同じ

（過年度に係る分） （単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 営 業 収 益 そ の 他

 水洗便所改造資金融資あっせん
 に対する損失補償（令和元年度
 分）

当該資金の貸し付
けにより生ずる元
金、利子及び遅延
金に相当する額

― ―
令和2年度から
令和5年度まで

限度額に同じ

債務負担行為に関する調書

左 の 財 源 内 訳

限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

事 項 限 度 額

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

前 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

事 項

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳
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（単位：円）

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

     イ 土地 116,405,653

     ロ 建物 448,657,777

      　建物減価償却累計額 △ 248,520 448,409,257

     ハ 構築物 26,780,986,252

      　構築物減価償却累計額 △ 3,173,619,156 23,607,367,096

     ニ 機械及び装置 296,065,501

      　機械及び装置減価償却累計額 △ 21,468,037 274,597,464

     ホ 車両運搬具 635,999

     ヘ 工具、器具及び備品 556,190

      　工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 528,380 27,810

     ト 建設仮勘定 305,187,779

        有形固定資産合計 24,752,631,058

令和２年度本庄市下水道事業予定開始貸借対照表

( 令和2年4月1日 )

資     産     の     部
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 (2) 無形固定資産

     イ 施設利用権 3,119,057,655

        無形固定資産合計 3,119,057,655

 (3) 投資その他資産

     イ 出捐金 1,339,000

     ロ 基金 26,622,225

        投資その他資産合計 27,961,225

        固定資産合計 27,899,649,938

2 流動資産

 (1) 現金預金 539,970,778

 (2) 未収金 90,854,000

     貸倒引当金 △ 2,416,112 88,437,888

        流動資産合計 628,408,666

        資産合計 28,528,058,604
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3 固定負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 8,632,112,288

        企業債合計 8,632,112,288

        固定負債合計 8,632,112,288

4 流動負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 520,124,524

        企業債合計 520,124,524

 (2) 未払金 376,313,000

 (3) 引当金

     イ 賞与等引当金 6,781,000

        引当金合計 6,781,000

 (4) その他流動負債

     イ 預り保証金 440,000

        その他流動負債合計 440,000

        流動負債合計 903,658,524

5 繰延収益

 (1) 長期前受金 21,295,657,882

     長期前受金収益化累計額 △ 3,125,284,595 18,170,373,287

        繰延収益合計 18,170,373,287

        負債合計 27,706,144,099

負     債     の     部
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6 資本金 627,083,784

7 剰余金

 (1) 資本剰余金

     イ 国庫補助金 44,692,044

     ロ 県補助金 11,796,284

     ハ 受益者負担金等 3,252,601

     ニ 工事負担金 2,810,215

     ホ その他他会計補助金 13,125,149

        資本剰余金合計 75,676,293

 (2) 利益剰余金

     イ 減債積立金 78,798,859

     ロ 建設改良積立金 30,000,000

     ハ 当年度未処分利益剰余金 10,355,569

        利益剰余金合計 119,154,428

        剰余金合計 194,830,721

        資本合計 821,914,505

        負債資本合計 28,528,058,604

資     本     の     部
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（単位：円）

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

     イ 土地 116,405,653

     ロ 建物 448,657,777

      　建物減価償却累計額 △ 15,849,520 432,808,257

     ハ 構築物 28,097,829,912

      　構築物減価償却累計額 △ 3,916,587,156 24,181,242,756

     ニ 機械及び装置 304,530,501

      　機械及び装置減価償却累計額 △ 44,154,037 260,376,464

     ホ 車両運搬具 635,999

      　車両運搬具減価償却累計額 △ 171,000 464,999

     ヘ 工具、器具及び備品 1,525,190

      　工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 528,380 996,810

     ト 建設仮勘定 215,511,119

        有形固定資産合計 25,207,806,058

令和２年度本庄市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

( 令和3年3月31日 )

資     産     の     部
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 (2) 無形固定資産

     イ 施設利用権 2,953,770,655

     ロ その他無形固定資産 2,736,000

        無形固定資産合計 2,956,506,655

 (3) 投資その他資産

     イ 出捐金 1,339,000

     ロ 基金 34,427,225

        投資その他資産合計 35,766,225

        固定資産合計 28,200,078,938

2 流動資産

 (1) 現金預金 582,498,778

 (2) 未収金 105,966,000

     貸倒引当金 △ 2,542,112 103,423,888

        流動資産合計 685,922,666

        資産合計 28,886,001,604
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負     債     の     部

3 固定負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 8,961,090,453

        企業債合計 8,961,090,453

        固定負債合計 8,961,090,453

4 流動負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 496,380,359

        企業債合計 496,380,359

 (2) 未払金 385,747,000

 (3) 引当金

     イ 賞与等引当金 8,371,000

        引当金合計 8,371,000

 (4) その他流動負債

     イ 預り保証金 440,000

        その他流動負債合計 440,000

        流動負債合計 890,938,359

5 繰延収益

 (1) 長期前受金 22,011,779,882
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     長期前受金収益化累計額 △ 3,801,767,595 18,210,012,287

        繰延収益合計 18,210,012,287

        負債合計 28,062,041,099

資     本     の     部

6 資本金 627,083,784

7 剰余金

 (1) 資本剰余金

     イ 国庫補助金 44,692,044

     ロ 県補助金 11,796,284

     ハ 受益者負担金等 3,252,601

     ニ 工事負担金 2,810,215

     ホ その他他会計補助金 13,125,149

        資本剰余金合計 75,676,293

 (2) 利益剰余金

     イ 減債積立金 78,798,859

     ロ 建設改良積立金 30,000,000

     ハ 当年度未処分利益剰余金 12,401,569

        利益剰余金合計 121,200,428

        剰余金合計 196,876,721

        資本合計 823,960,505

        負債資本合計 28,886,001,604
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令和２年度注記 
 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く。） 
・減価償却の方法 定額法による。 
・主な耐用年数 

建物              ５０年 
構築物          １０～５０年 
機械及び装置        ７～３５年 
車両運搬具          ４～６年 
工具、器具及び備品      ４～５年 

  ロ．無形固定資産（リース資産を除く。） 
・減価償却の方法 定額法による。 
・主な耐用年数 

施設利用権           ４５年 
その他無形固定資産        ５年 

 
（２）引当金の計上方法 

イ．退職給付引当金 
職員の退職手当に関する負担金は、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例（平成１８年組合条例第２１号）第３条に規定

されている一般負担金を除き、全て一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 
ロ．賞与等引当金 
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職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に

基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 
ハ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 
 

（３）消費税及び地方消費税の会計処理 
   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
 
２．予定貸借対照表等に関する注記 
（１）引当金等の取り崩し 

イ．賞与等引当金 
令和２年６月において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出をするため、賞与等引

当金６，７８１千円を取り崩す。 
ロ．貸倒引当金 
  当年度において、債権の不納欠損に充当するため、貸倒引当金４２０千円を取り崩す。 

 
（２）後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般

会計が負担すると見込まれる額は５，２８４，７５３千円である。 
 

３．セグメント情報の開示 
（１）報告セグメントの概要 
   本庄市下水道事業は、公共下水道事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。 
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   なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。 
事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 市街地等における汚水及び雨水の処理 
農業集落排水事業 農業集落における汚水の処理 

 
（２）報告セグメントの営業収益等 
   当年度（令和２年４月１日から令和３年３月３１日）                単位：千円 

 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計 
営業収益 
営業費用 

727,458 

1,532,950 

27,251 

163,206 

754,709 

1,696,156 

営業損益 
経常損益 

△805,492 

2,123 

△135,955 

4,551 

△941,447 

6,674 

セグメント資産 25,937,817 2,948,185 28,886,002 

セグメント負債 
・企業債 
・繰延収益 
・その他 

25,281,368 

8,431,612 

16,480,942 

368,814 

2,780,673 

1,025,859 

1,729,070 

25,744 

28,062,041 

9,457,471 

18,210,012 

394,558 

その他の項目 
・他会計繰入金 
・減価償却費 
・有形固定資産及び無形 
固定資産の増減額 

 

591,025 

898,037 

366,791 

 

125,356 

87,057 

△74,167 

 

716,381 

985,094 

292,624 
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（単位：円）

1 営業収益

 (1) 下水道使用料 648,892,000

 (2) 雨水処理負担金 41,943,000

 (3) その他営業収益 103,000 690,938,000

2 営業費用

 (1) 管渠費 98,272,000

 (2) 流域下水道維持管理負担金 398,571,000

 (3) 普及促進費 256,000

 (4) 業務費 19,365,000

 (5) 総係費 70,124,000

 (6) 減価償却費 876,602,000

 (7) 資産減耗費 834,000 1,464,024,000

     営業損失 773,086,000

令和元年度本庄市下水道事業予定損益計算書（前年度分）

（ 平成31年4月1日 から  令和2年3月31日 まで ）
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3 営業外収益

 (1) 受取利息及び配当金 5,000

 (2) 他会計補助金 42,435,000

 (3) 他会計負担金 281,183,000

 (4) 長期前受金戻入 597,195,000

 (5) 雑収益 11,000 920,829,000

4 営業外費用

 (1) 支払利息及び企業債取扱諸費 118,435,000

 (2) 雑支出 24,182,000 142,617,000 778,212,000

     経常利益 5,126,000

5 特別損失

 (1) 過年度損益修正損 370,000 370,000 △ 370,000

6 予備費

 (1) 予備費 500,000 500,000 △ 500,000

     当年度純利益 4,256,000

     前年度繰越利益剰余金 6,099,569

     当年度未処分利益剰余金 10,355,569
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（単位：円）

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

     イ 土地 23,108,692

     ロ 建物 1,840,330

      　建物減価償却累計額 △ 248,520 1,591,810

     ハ 構築物 24,560,324,901

      　構築物減価償却累計額 △ 3,173,619,156 21,386,705,745

     ニ 機械及び装置 95,503,514

      　機械及び装置減価償却累計額 △ 21,468,037 74,035,477

     ホ 車両運搬具 68,181

     ヘ 工具、器具及び備品 556,190

      　工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 528,380 27,810

     ト 建設仮勘定 305,187,779

        有形固定資産合計 21,790,725,494

令和元年度本庄市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

( 令和2年3月31日 )

資     産     の     部
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 (2) 無形固定資産

     イ 施設利用権 3,119,057,655

        無形固定資産合計 3,119,057,655

 (3) 投資その他資産

     イ 出捐金 1,339,000

        投資その他資産合計 1,339,000

        固定資産合計 24,911,122,149

2 流動資産

 (1) 現金預金 491,733,778

 (2) 未収金 85,954,000

     貸倒引当金 △ 2,416,112 83,537,888

        流動資産合計 575,271,666

        資産合計 25,486,393,815
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3 固定負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 7,606,252,533

        企業債合計 7,606,252,533

        固定負債合計 7,606,252,533

4 流動負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 472,176,217

        企業債合計 472,176,217

 (2) 未払金 323,579,000

 (3) 引当金

     イ 賞与等引当金 6,781,000

        引当金合計 6,781,000

 (4) その他流動負債

     イ 預り保証金 440,000

        その他流動負債合計 440,000

        流動負債合計 802,976,217

5 繰延収益

 (1) 長期前受金 19,547,253,710

     長期前受金収益化累計額 △ 3,125,284,595 16,421,969,115

        繰延収益合計 16,421,969,115

        負債合計 24,831,197,865

負     債     の     部
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6 資本金 516,343,408

7 剰余金

 (1) 資本剰余金

     イ 国庫補助金 8,020,505

     ロ 県補助金 1,819,344

     ハ 受益者負担金 1,257,213

     ニ 工事負担金 2,810,215

     ホ その他他会計補助金 5,790,837

        資本剰余金合計 19,698,114

 (2) 利益剰余金

     イ 減債積立金 78,798,859

     ロ 建設改良積立金 30,000,000

     ハ 当年度未処分利益剰余金 10,355,569

        利益剰余金合計 119,154,428

        剰余金合計 138,852,542

        資本合計 655,195,950

        負債資本合計 25,486,393,815

資     本     の     部
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令和元年度注記 
 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く。） 
・減価償却の方法 定額法による。 
・主な耐用年数 

建物              ５０年 
構築物          １０～５０年 
機械及び装置        ８～２０年 
車両運搬具            ６年 
工具、器具及び備品      ４～５年 

  ロ．無形固定資産（リース資産を除く。） 
・減価償却の方法 定額法による。 
・主な耐用年数 

施設利用権           ４５年 
       
（２）引当金の計上方法 

イ．退職給付引当金 
職員の退職手当に関する負担金は、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例（平成１８年組合条例第２１号）第３条に規定

されている一般負担金を除き、全て一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 
ロ．賞与等引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に
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基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 
ハ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 
 

（３）消費税及び地方消費税の会計処理 
   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
 
２．予定貸借対照表等に関する注記 
（１）引当金等の取り崩し 

イ．賞与等引当金 
令和元年６月において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出をするため、賞与等引

当金７，２２７千円を取り崩す。 
ロ．貸倒引当金 
  当年度において、債権の不納欠損に充当するため、貸倒引当金４１０千円を取り崩す。 
 

（２）後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項 
貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般

会計が負担すると見込まれる額は４，１２９，４６９千円である。 
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収      入 (単位：千円)

 1
公共下水道事業収
益

1,735,762

 1 営業収益 796,033

 1 下水道使用料 754,307

 1 下水道使用料 754,307

 2 雨水処理負担金 41,337

 1 雨水処理負担金 41,337 一般会計負担金

 3 その他営業収益 389

 1 手数料 360

 2 行政財産使用料 9 電柱占用料他

 4 雑収益 20 図面等複写実費

 2 営業外収益 939,729

 1
受取利息及び配当
金

5

 1 預金利息 5

 2 他会計補助金 32,337

 1 他会計補助金 32,337 一般会計補助金

金額 備        考

指定下水道工事店証交付手数料
排水設備工事責任技術者証交付手数料

令和２年度本庄市下水道事業会計予算説明書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 節
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(単位：千円)

 3 他会計負担金 283,319

 1 他会計負担金 283,319 一般会計負担金

 4 長期前受金戻入 624,056

 1 長期前受金戻入 624,056

 5
消費税及び地方消
費税還付金

1

 1

消費税及び地方消費
税還付金

1

 6 雑収益 11

 1 延滞金 10 受益者負担金延滞金

 4 雑収益 1

備        考

消費税及び地方所消費税還付加算金

款 項 目 節 金額
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(単位：千円)

 2
農業集落排水事業
収益

189,909

 1 営業収益 29,959

 1
農業集落排水使用
料

29,791

 1 農業集落排水使用料 29,791

 2 その他営業収益 168

 2 行政財産使用料 1

 4 雑収益 167

 2 営業外収益 159,950

 1
受取利息及び配当
金

23

 2 基金利息 23

 2 他会計補助金 42,410

 1 他会計補助金 42,410 一般会計補助金

 3 他会計負担金 59,090

 1 他会計負担金 59,090 一般会計負担金

 4 国庫補助金 6,000

 1 国庫補助金 6,000 農山漁村地域整備交付金

 5 長期前受金戻入 52,427

 1 長期前受金戻入 52,427

1,925,671収益的収入合計

款 項 目 節 金額 備        考
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支      出 (単位：千円)

 1
公共下水道事業費
用

1,706,516

 1 営業費用 1,590,402

 1 管渠費 147,307

10 備消品費 20

12 光熱水費 2,026 中継ポンプ場電気料金

14 通信運搬費 729

15 委託料 96,886

16 賃借料 185 土地賃借料

19 会費等負担金 230 土木積算システム利用負担金

20 修繕費 63

23 工事請負費 41,690
人孔蓋更新工事
人孔内改修工事
汚水取付管改修工事他

24 路面復旧費 5,363

30 材料費 115

 2
流域下水道維持管
理負担金

448,366

43

流域下水道維持管理
負担金

448,366

備        考

管渠調査業務委託
全体計画及び事業計画等変更業務委託
下水道管路施設総合地震対策計画業務委託等

款 項 目 節 金額
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(単位：千円)

 3 普及促進費 514

10 備消品費 149

13 印刷製本費 352

20 修繕費 13

 4 業務費 21,250

10 備消品費 184

15 委託料 50

19 会費等負担金 20,991

20 修繕費 25

 5 総係費 72,928

 1 給料 25,532 総係関係職員7人分

 2 手当 13,011

 3 賞与等引当金繰入額 3,971

 5 法定福利費 7,267

 7 旅費 206

備        考

下水道使用料調定等事務委任負担金

款 項 目 節 金額
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(単位：千円)

10 備消品費 649

11 燃料費 102

13 印刷製本費 271

14 通信運搬費 377

15 委託料 5,355

18 食糧費 6

19 会費等負担金 14,190

20 修繕費 50

26 保険料 206

32 報酬 1,050
下水道事業審議会委員報酬
会計年度任用職員報酬他

47 貸倒引当金繰入額 496

51 手数料 189 ＥＢ手数料他

 6 減価償却費 898,037

36

有形固定資産減価償
却費

694,369

37

無形固定資産減価償
却費

203,668

埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金
水道事業事務費負担金
庁舎使用負担金他

経営戦略策定業務委託
内水ハザードマップ更新業務委託

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

 7 資産減耗費 2,000

38 固定資産除却費 2,000

 2 営業外費用 115,214

 1
支払利息及び企業
債取扱諸費

115,194

40 企業債利息 115,194

 2 雑支出 20

81 その他雑支出 20

 3 特別損失 400

 1 過年度損益修正損 400

53 過年度損益修正損 400

 4 予備費 500

 1 予備費 500

91 予備費 500

財政融資資金27件
地方公共団体金融機構資金80件
銀行等資金10件

過年度過誤納還付金及び還付加算金

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

 2
農業集落排水事業
費用

190,014

 1 営業費用 169,393

 1 管渠費 7,428

12 光熱水費 970 中継ポンプ場電気料金

14 通信運搬費 333

15 委託料 3,805

16 賃借料 100

23 工事請負費 2,220
人孔等修繕工事
路面応急復旧工事

 2 処理場費 45,754

12 光熱水費 11,231 処理場電気料金他

14 通信運搬費 245

15 委託料 29,822
処理場維持管理業務委託
汚泥処分業務委託他

19 会費等負担金 46 土木積算システム利用負担金

20 修繕費 4,244 処理場機械設備修繕費

51 手数料 166

中継ポンプ場維持管理業務委託他

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

 3 業務費 856

19 会費等負担金 856

 4 総係費 27,298

 1 給料 6,135 総係関係職員2人分

 2 手当 3,327

 3 賞与等引当金繰入額 1,031

 5 法定福利費 1,765

 7 旅費 39

10 備消品費 77

14 通信運搬費 9

15 委託料 13,400

19 会費等負担金 1,435

26 保険料 30

47 貸倒引当金繰入額 50

下水道使用料調定等事務委任負担金

埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金
庁舎使用負担金他

最適化構想策定・再編計画策定業務委託他

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

 5 減価償却費 87,057

36

有形固定資産減価償
却費

87,057

 6 資産減耗費 1,000

38 固定資産除却費 1,000

 2 営業外費用 16,840

 1
支払利息及び企業
債取扱諸費

14,320

40 企業債利息 14,320

 2
消費税及び地方消
費税

2,500

46

消費税及び地方消費
税

2,500

 3 雑支出 20

81 その他雑支出 20

 3 特別損失 3,281

 1 過年度損益修正損 250

53 過年度損益修正損 250 過年度過誤納還付金

財政融資資金15件
地方公共団体金融機構資金28件
銀行等資金1件

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

 2 その他特別損失 3,031

 2 手当 844

 5 法定福利費 187

56 その他特別損失 2,000

 4 予備費 500

 1 予備費 500

91 予備費 500

1,896,530

款 項 目 節 金額

収益的支出合計

備        考

令和元年12月～令和2年3月分
期末・勤勉手当引当金繰入額
令和元年12月～令和2年3月分
法定福利費引当金繰入額

前年度分消費税及び地方消費税
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収      入 (単位：千円)

 1
公共下水道事業資
本的収入

1,561,176

 1 企業債 823,300

 1 建設改良債 781,100

 1 建設改良債 781,100

 2 流域下水道事業債 42,200

 1 流域下水道事業債 42,200

 2 他会計負担金 83,676

 1 他会計負担金 83,676

 1 他会計負担金 83,676 一般会計負担金

 3 他会計補助金 150,356

 1
企業債元金償還補
助金

138,080

 1

企業債元金償還補助
金

138,080 一般会計補助金

 2
その他他会計補助
金

12,276

 1 その他他会計補助金 12,276 一般会計補助金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

 4 国庫補助金 437,000

 1 国庫補助金 437,000

 1 国庫補助金 437,000

 5 負担金等 64,844

 1 受益者負担金 31,945

 1 受益者負担金 31,945

 2 工事負担金 32,899

 2 その他工事負担金 32,899

 6 預託金回収金 2,000

 1 預託金回収金 2,000

 1 預託金回収金 2,000

備        考

水洗便所改造資金融資あっせん預託金回収金

款 項 目 節 金額
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(単位：千円)

 2
農業集落排水事業
資本的収入

36,198

 1 他会計補助金 23,856

 1
企業債元金償還補
助金

23,856

 1

企業債元金償還補助
金

23,856 一般会計補助金

 2 県補助金 7,782

 1 県補助金 7,782

 1 県補助金 7,782

 3 負担金等 3,360

 1 受益者分担金 3,360

 1 受益者分担金 3,360

 4 預託金回収金 1,200

 1 預託金回収金 1,200

 1 預託金回収金 1,200

1,597,374

金額 備        考

水洗便所改造資金融資あっせん預託金回収金

資本的収入合計

款 項 目 節
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支      出 (単位：千円)

 1
公共下水道事業資
本的支出

1,851,640

 1 建設改良費 1,375,447

 1 管路建設改良費 1,333,228

 1 給料 20,041 管路建設改良関係職員6人分

 2 手当 10,293

 5 法定福利費 6,463

 7 旅費 79

10 備消品費 491

11 燃料費 102

15 委託料 87,624

16 賃借料 260 臨時駐車場用地賃借料他

19 会費等負担金 93,987

20 修繕費 231

23 工事請負費 1,110,089

金額 備        考

地盤変動影響事前事後調査業務委託
詳細設計業務委託他

水道工事等負担金
埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金

公共下水道汚水枝線築造工事
舗装本復旧工事
取付管設置工事他

款 項 目 節
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(単位：千円)

26 保険料 32

27 公課費 10 自動車重量税

31 補償費 500 物件補償料

35 報償費 1,976 受益者負担金一括納付報奨金

51 手数料 900

80 雑費 150

 2
流域下水道建設負
担金

42,219

34

流域下水道建設負担
金

42,219

2 固定資産購入費 4,076

 1
有形固定資産購入
費

1,066

59

工具・器具及び備品
購入費

1,066 下水道台帳システム

 2
無形固定資産購入
費

3,010

68

その他無形固定資産
購入費

3,010 下水道台帳システム

備        考

受益者負担金システム利用料他

受益者負担金過誤納還付金及び加算金他

款 項 目 節 金額
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(単位：千円)

3 企業債償還金 470,117

 1
建設企業債元金償
還金

421,999

69

建設企業債元金償還
金

421,999

 2
流域下水道事業債
元金償還金

48,118

70

流域下水道事業債元
金償還金

48,118

4
融資あっせん預託
金

2,000

 1
融資あっせん預託
金

2,000

74 融資あっせん預託金 2,000

金額 備        考

水洗便所改造資金融資あっせん預託金

款 項

財政融資資金20件
地方公共団体金融機構資金46件
銀行等資金10件

財政融資資金6件
地方公共団体金融機構資金14件

目 節
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(単位：千円)

 2
農業集落排水事業
資本的支出

72,231

 1 建設改良費 15,277

 1 管路建設改良費 4,867

23 工事請負費 4,867 取付管設置工事他

 2 処理場建設改良費 10,410

23 工事請負費 10,410 処理場機械設備更新工事

 2 企業債償還金 47,949

 1
建設企業債元金償
還金

47,949

69

建設企業債元金償還
金

47,949

 3 基金積立金 7,805

 1 基金積立金 7,805

 1 基金積立金 7,805

 4
融資あっせん預託
金

1,200

 1
融資あっせん預託
金

1,200

74 融資あっせん預託金 1,200

1,923,871

水洗便所改造資金融資あっせん預託金

財政融資資金15件
地方公共団体金融機構資金24件
銀行等資金1件

農業集落排水事業基金積立金

資本的支出合計

款 項 目 節 金額 備        考
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